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研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　診療Ｇ　　　　　　職　種　医師　　　　　氏　名　田名部　茂

	期　　間　　平成29年9月3日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　第8回司法精神医学研修会

	出 張 先　名古屋市・栄ガスビル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


「刑事責任能力の精神鑑定～司法精神医学にチャレンジされる方に～」
　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人国立病院機構　東尾張病院　　吉岡真吾先生
　刑事精神鑑定の分類としては、①起訴前鑑定　[検察官の依頼・嘱託による診察/鑑定で、１）簡易鑑定；任意捜査の一環、被疑者の同意要、検察庁内の診察室内で数時間程度の診察後、１～数日以内に書面にして提出　２）委託鑑定(起訴前本鑑定)；実務は後半での正式鑑定と同様、ただし、宣誓なし、被疑者の同意不要]　②公判鑑定・公判前鑑定　[判官の命令による正式鑑定、宣誓あり、鑑定留置可、鑑定期間は2～3か月程度]　に分類されている。
刑事責任とは　１）犯罪を行ったとして、刑法（＋刑罰を規定した法律）に規定された刑罰を受ける責任　２）犯行時の刑事責任を負う能力を「刑事責任能力」　３）「刑罰」とは国家による個人への制裁。裁判によって公平・公的に科されるべきもの　４）法律上、一定の要件を定めた刑事責任能力の減免規定がある
刑事責任能力の精神鑑定とは　１）「行為者の犯行時の精神状態が刑法第39条が規定する状態にあったのかどうか」について精神医学の専門家の意見が求められること　２）しかし、「心神喪失・心神耗弱」は法律概念・法律用語であって医学用語ではない　３）しかも、同じ「心神喪失」の用語も、法律条文よって意味が異なる
刑法第39条の「心神喪失・心神耗弱」とは、１）法律自体には説明されていない　２）裁判の判例で説明される⇒1931年の大審院判決「心神喪失と心神耗弱は精神障がいの程度の違いである。心神喪失とは、精神障がいによって理非善悪の弁識する能力（弁識能力）がない、または、その弁識に従って行動する能力(行動制御能力)がない状態である。心神耗弱はそれらの能力が欠如はしてなくとも著しく減退した状態のことである。
つまり、刑事責任能力の精神鑑定とは　１）行為者が犯行時に精神障がいであったのか?
⇒生物学的要素　２）その精神障がいによって、犯行にどのような影響を与えたか?　　３）そして、その影響は、弁識能力・行動制御能力を減退させていたのか?　その程度は?　これについて精神医学的な評価をすること、である。
　精神障がい者の場合、その精神障がいの種類や程度によっては刑罰が減免される（刑法第39条）。どのような精神障がいで刑罰が減免される可能性がるのか?⇒「犯行時」に「精神の障害」によって[生物学的要素]、「善悪を判断する能力」と「行動をコントロールする能力」が低下していたと判断された場合[心理学的要素]　⇒その代表的な例　１）幻覚や妄想に支配された「（統合失調層などの）精神病状態」　２）気分や意志が強く障害された「うつ病」「躁うつ病」　３）重い「意識障害」　４）重い「知能障害」
　心理学的要素の考え方：「弁識能力」「行動制御能力」の評価　１）「弁識能力」とは、殺人行為等々が良いことか、悪いことかを一般論として知っているか否かではない　２）「行動制御能力」は、特定の行為を繰り返す傾向のある者を、一律に減免対象としているわけではない。例：薬物依存者の薬物再使用、窃盗壁、放火癖、自閉症圏等
⇒平素の生活様態など勘案し、精神障がいの影響の範囲や程度を当該触法行為との関連で、個別かつ総合的に評価する必要がある。
　精神障害と刑事責任能力の関係
善悪の判断能力と行動コントロール能力の精神医学的評価が、１）正常であった→完全責任能力（健常者と同等）；パーソナリティ障害の場合など　２）軽度低下していた→完全責任能力（健常者と同等）；軽症のうつ病の状態における行為など　３）著しく低下していた→心神耗弱（軽減）；中程度のうつ病の状態における行為など　４）全く失っていた→心神喪失（無罪）；統合失調症の幻覚妄想に支配された行為や妄想を持つ重症のうつ病の状態における行為など
　精神障がいと触法（他害）行為
　精神障害者が犯罪行為を犯す比率は、健常人と比較して「低い」。しかし、殺人・放火においては「高め」である。精神障がいと触法行為の関係は様々かつ複雑に関係している。
1） 精神障がいの直接的影響
・「燃やしたれ」との幻聴から放火殺人
・父親に殺されるとの妄想から父を殺害
2） 精神障害の後遺症（残遺症状）影響
・短絡思考（騒がしい他患者を苛々して殺害）
・人格の退行（少女に興味があり強制わいせつ）
3） 自殺を目的とした行為
・自分一人で放火
・拡大殺人（無理心中９で近親者を殺害など
4） 意味不明のもの
責任能力に関する二つの見解
1） 不可知論（シュナイダーら伝統的）
心理学的要因すなわち自由意志の有無・程度についての判断は不可能であり、鑑定人は生物学的要因を証明しうるにすぎない。心理学的要因すなわち自由意志の有無・程度についての判断は不可能であり、鑑定人は生物学的要因を証明しうるにすぎない。慣例に基づく判定
2） 可知論(最近の日本の司法が重視)
たとえ精神病の場合でも、行為時の精神症状によって判断・制御能力がどの程度障害されていたかを、時には正確に知り得る
⇒両者のバランスが必要
　※自閉症圏、解離性障害（　※自閉症圏、解離性障害（多重人格など）には慣例が確立しておらず、個別に検討することが多い。
犯行と精神障害の関係の整理のための７つの着眼点
1． 動機の了解可能性／不能性
2． 犯行の計画性／突発性／偶発性／衝動性
3． 行為の意味・性質、反道徳性、違法性の認識
4． 精神障がいによる免責可能性の認識
5． 元来ないし平素の人格に対する犯行の異質性／親和性

6． 犯行の一貫性・合目的性／非一貫性・非合目的性
7． 犯行後の自己防衛・危険回避的行動
　精神鑑定を行う上での注意事項
1） 鑑定を依頼した法律家に対して、法律判断をするための専門家としての意見を述べることが精神鑑定の目的
2） 鑑定人は、被鑑定人の治療者ではない
3） 鑑定人は、専門家として公平・中立に鑑定を行うべき。依頼者の意図に追従するべきではない
4） 精神医学的な診察や検査、そこから導く評価や診断は、一般的に流布し定評のあるものを使う（ＩＣＤ，ＤＳＭ，伝統的診断のいずれも使用可能だが、一部の学派、研究者のみが知る検査・診断は慎重に配慮して使用すべき）
5） 精神医学の非専門家（法律家、裁判員）に分かりやすい説明を心がける。
6） 精神鑑定は、鑑定人の自説・新説を主張するための場ではない。
　「医療観察法と刑事手続き～事例から学ぶ～」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪精神医療センター　　森　裕先生
　医療観察法の対象行為が平成２９年7月13日から改正されて、以下のようになっている。
　　放火とその未遂
　　強制わいせつ、および準強制わいせつとその二罪の未遂
　　強制性交等、準強制性交等、およびその二罪の未遂
　　監護者わいせつ、および監護者性交等、およびその二罪の未遂
　　殺人とその未遂
　　傷害、ただし軽微なものは除く
　　強盗とその未遂
医療観察法の対象者とは、重大な他害行為（対象行為）を行い、かつ、
1 心神喪失と認められて不起訴処分になった者

2 心神耗弱と認められて起訴猶予処分になった者
3 心神喪失を理由に無罪の裁判が確定した者
4 心神耗弱を理由に刑の減軽する旨の裁判が確定し、実刑に処せられなかった者、である。
医療観察法鑑定
医療観察法処遇導入の要件として、「対象行為を行った際の精神障がいを改善し、これに伴って同様の行為を行うことがなく、社会に復帰することを促進するため、入院をさせてこの法律による医療を受けさせる必要があると認める場合」となっている。
従って、①当該対象者が対象行為を行った際の心神喪失又は心神耗弱の状態の原因となった精神障がいと同等の精神障がいを有しており、かつ、②そのような精神障がいを改善（病状の増悪の抑制を含む）するために、本法による医療を受けさせる必要があること、すなわち、その精神障がいが治療可能性のあるものであること、③本法による医療を受けさせなけば、その精神障がいのために社会復帰の妨げとなる同様の行為を行う具体的・現実的な可能性があり、かつ、本法によるその精神障がいが治療可能性のあるものであること、③本法による医療を受けさせなけば、その精神障がいのために社会復帰の妨げとなる同様の行為を行う具体的・現実的な可能性があり、かつ、本法による医療を行うことによって、同様の行為を行うことなく社会復帰することを促進できると見込まれること、である。
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